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ボレー・ペンメレン・セバスチャン 

 

日本は、巨大津波や高潮に繰り返し見舞われてきた国でもある。そのため、沿岸域の
ハード防災には世界でも類を見ない規模の投資が行われてきた。1960〜70 年代には、
海岸工学の発展とともに国の設計基準が整備され、防潮堤をはじめとする沿岸防御施設
の建設が本格的に進められた［1］。現在では、日本の海岸線の 40％以上が防潮堤など
の構造物によって保護されている。こうした技術の発展は、沿岸地域の住民や社会イン
フラ、さらには原子力発電所までも守ることができるという安心感を社会にもたらした。
しかし、2011 年 3 月 11 日に発生したマグニチュード 9.0 の巨大地震とそれに続く津波
は、この安全への信頼を根底から揺るがした。東日本大震災では、19,765 人が死亡し、
2,553 人が行方不明、6,242 人が負傷した。世界銀行は経済被害額を 2,350 億米ドル以
上と推計しており、自然災害としては世界史上最も高額な被害となった。政府は約 12
万棟の建物が全壊し、約 30 万棟が半壊したと発表している。さらに、水道、ガス、電
力、通信などのライフラインや、河川、道路、港湾、下水道、空港、農林水産業などの
社会インフラにも甚大な被害が及んだ [2]。巨大地震そのものは専門家によって想定さ
れていたものの、津波の高さや東北地方太平洋沿岸に及んだ被害の規模は、最も厳しい
予測さえ上回るものであった。 
 本稿では、この未曾有の災害を契機として、日本社会における防潮堤やその他の沿岸
防災施設に対する認識や捉え方がどのように変化したのかを、文化社会人類学の視点か
ら考察する。 
 

沿岸化・都市化が進む世界における沿岸防災 

 

世界人口の 40％以上が海岸から 100km 以内に居住しており、人口 500 万人を超える
都市の約 65％も沿岸部に位置している。気候変動の進行に伴い、これらの地域では台
風や温帯低気圧による高潮・洪水リスクが一層高まることが懸念されている。また、沿
岸部への人口集中は、大規模津波発生時の被害をさらに拡大させる要因ともなっている。 
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こうした脅威に対応するため、人類は口承による災害伝承、防災教育、集団移転といっ
た非構造的対策に加え、避難施設、防潮堤、防波堤、護岸、消波工、防潮ゲート、防災
林など、多様な構造的対策を発展させてきた。とりわけ津波リスクの高い地域、なかで
も経済的に豊かな国々では、防潮堤が最も一般的な工学的対策として整備されてきた。
しかし、このような沿岸防御施設は景観を大きく変化させただけでなく、地域社会の暮
らしや人々と海との関係にも少なからぬ影響を及ぼしてきた。こうした視点に立ち、本
稿では、防潮施設が地域社会にもたらす社会的影響に着目するとともに、沿岸防災の新
たなあり方について考察する。 
 本稿では、東日本大震災（2011 年）以降、日本の沿岸防災政策がどのように変化し
てきたのかを検討する。まず第 1 章では、日本における海岸防御文化の形成過程と、そ
の社会的・経済的背景について概観する。続く第 2 章では、防潮堤が東日本大震災時の
住民の避難行動やリスク認識に与えた影響について考察する。さらに第 3 章および第 4
章では、震災後に展開された二つの新たな取り組み、すなわち東北各地で進められてい
る「多重防御」の考え方と、岩沼市における「千年希望の丘」を中心とした「森の防潮
堤」構想を取り上げる。もちろん、本稿の目的は、これらの事業が工学的にどの程度津
波や沿岸災害への対応力を高めるのかを評価することではない。むしろ、これらの新し
い試みが、人々と海、そして沿岸防災との関係をどのように再構築しようとしているの
か、その社会的意義に注目したい。 
 

日本における海岸防御文化――コンクリートが象徴する近代性 

 

現在、日本の総延長約 34,000km に及ぶ海岸線の約 43％が、防潮堤や防波堤を中心と
する人工的な海岸防御施設によって保護されている。東日本大震災後には、おおむね100
年に一度の発生頻度とされる「レベル 1 津波」への対応を目的として、東北地方の沿岸
各地で防潮堤の再建・強化が進められた［3,4］。こうした取り組みは、津波を完全に防
ぐことだけでなく、その勢いを弱め、被害を軽減することも重要な目的としている。そ
の代表的な事例が、岩手県宮古市田老地区の巨大防潮堤である（図 1）。この防潮堤は、
1933 年の昭和三陸津波で地区住民の約 3 分の 1 にあたる 911 人が犠牲となったことを
受けて建設が始まった。高さ 10.5m、総延長 2,433m に及ぶ X 字型の二重防潮堤は、そ
の圧倒的な規模から「万里の長城」とも称され、日本を代表する津波防災施設として知
られていた。しかし、この巨大構造物も 2011 年の津波では甚大な被害を受け、その限
界を露呈することとなった。もっとも、防潮堤の役割は津波防災にとどまらない。これ
らのコンクリート構造物は、戦後日本における建設産業の発展や公共投資政策とも深く
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結び付いてきた。Alex Kerr は『Dogs and Demons』の中で、日本では建設事業が公共
支出の中心を占め、コンクリート構造物が国家の経済政策を象徴する存在となってきた
ことを詳しく論じている［5］。同書によれば、防波堤整備だけでも農林水産省、運輸
省、建設省がそれぞれ年間約 5,000 億円を投じており、防潮堤は日本の海岸線のおよそ
半分を取り囲んでいる。維持管理費を含めた総事業費を正確に見積もることは容易では
ないが、田老防潮堤だけでも 1978 年時点で約 4 億円が投入されていた。さらに東日本
大震災後には、被災した防潮堤を再建するため、東北沿岸約 640km にわたり総額 8,200
億円規模の防潮堤整備事業が実施された。このことは、防潮施設が今日においても日本
の建設産業を支える重要な公共事業であり続けていることを示している。 
 こうした巨大公共事業は、日本では決して例外的なものではない。とりわけ戦後の「55
年体制」のもとでは、自由民主党が地方への大型公共事業を通じて支持基盤を維持する
政治構造が形成された。地元選出の政治家は選挙区に道路や橋梁、防潮堤などの大型事
業を誘致し、それが建設業界の発展と地域経済、さらには政治的支持へと結び付く構図
が続いてきた［6］。その結果、日本はしばしば「建設国家」と評されるようになった。 
 Dewit［7］はこの状況について、「日本は、ダム、道路、河川改修、海岸整備、トン
ネル、橋梁建設に対して比類ない執着を示し、その過程で膨大なコンクリートと鉄鋼に
よって自然環境を改変してきた」と批判的に論じている。東日本大震災後に進められた
防潮堤の再建事業も、防災という目的だけでなく、こうした戦後日本の公共投資政策と
地方経済を支えてきた歴史的文脈の延長線上に位置付けることができる。 

 
図 1 2011 年東日本大震災以前の岩手県宮古市田老地区の防潮堤 
（出典：Wikimedia Commons、Kihkyef） 



東北大学「再生可能エネルギー脱炭素研究プラットフォーム」 

ICP ニュースレター第 12 号 2026/6/30 

 

４ 

コンクリートによる海岸防御は、経済的な側面だけでなく、日本において重要な政治
的役割も担ってきた。すでに述べたように、防潮堤や防波堤を中心とするハードな海岸
防御は、度重なる大型台風や津波への対策として発展してきた。Morgan［8］は 1979
年の時点で、日本の防潮堤や防波堤は中央政府が国民の安全を重視していることを示す
「目に見える証拠（tangible proof）」として機能していると指摘している。こうした背
景は、日本が沿岸防災において教育や防災意識の向上といったソフト対策よりも、効果
が可視化しやすい工学的・構造的対策を重視してきた理由の一つと考えられる。 
 コンクリートによる海岸防御が持つもう一つの重要な意味は、それが日本の近代化を
象徴する存在であったことである。筆者は博士論文のためのフィールドワークを通じて、
日本では都市部だけでなく、とりわけ農山漁村においてもコンクリート構造物が景観の
中に積極的に現れていることにたびたび驚かされた。ヨーロッパであれば景観の中に隠
されることの多いコンクリートが、日本ではむしろ人々の目に触れる形で存在していた
のである。その理由を尋ねると、多くの人々はコンクリートを「きれい」であると表現
した。この「きれい」という言葉には、美しさだけでなく、清潔さや整然とした印象も
含まれている。そして彼らにとって、それは「近代性そのもの」を体現する景観でもあ
った［5］。したがって、防潮堤や防波堤が高く評価されてきた背景には、その防災機
能だけでなく、近代的で美しいインフラとしての象徴的価値も存在していたと考えられ
る。以上の点を踏まえると、日本におけるコンクリート製海岸防御施設は、津波や高潮
から地域社会を守るためだけの存在ではなかったことが分かる。むしろ一般の人々にと
っては、工学的な性能そのものよりも、近代化や安全、さらには国家による保護を象徴
する存在として受け止められていた可能性がある。もちろん、それは沿岸住民が防潮堤
本来の役割を理解していなかったことを意味するものではない。しかし、田老の巨大防
潮堤に象徴されるような圧倒的なスケールの構造物は、人々に強い安心感を与え、その
安心感が 2011 年 3 月 11 日の津波では、結果として避難行動に影響を及ぼした可能性
も否定できない。この点については、次章でさらに詳しく検討する。 
 

東日本大震災における防潮堤――「安全神話」がもたらしたもの 

 

2011 年 3 月 11 日、東北地方太平洋沖で発生したマグニチュード 9.0 の巨大地震は、
近代史上最も壊滅的な津波災害の一つを引き起こした。津波の最大遡上高は 39.7m に
達し、一部地域では内陸約 5km まで浸水した［7］。この災害では 15,854 人が犠牲と
なり、経済被害は 2,100 億米ドル（約 1,920 億ユーロ）を超えた［8］。 
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世界中の人々は、テレビやインターネットを通して、日本各地の沿岸防御施設を巨大
津波が次々と乗り越え、防潮堤をのみ込んでいく衝撃的な映像を目にした。日本を代表
する防災施設であった田老の巨大防潮堤も甚大な被害を受け、地域を津波から守ること
はできなかった（図 2）。こうした光景は一般市民だけでなく、長年にわたり海岸防災
に携わってきた技術者や研究者にも大きな衝撃を与えた。彼らにとっても、2011 年の
地震と津波は、それまで想定されていたあらゆるシナリオを超える規模の災害だったの
である。 
 震災後、東北地方の海岸防御政策をめぐって活発な議論が交わされた。例えば、田老
防潮堤の X 字型構造は津波エネルギーを中央部へ集中させた可能性が指摘されている。
また、一部地域では防潮堤同士の連続性が十分でなかったことや、河川沿いの軟弱地盤
によって堤体の損傷が拡大したことなども報告されている［3］。震災からわずか 2 日
後には、『ニューヨーク・タイムズ』紙が、防潮堤の限界について以前から専門家の間
で警鐘が鳴らされていたと報じた［11］。さらに Aldrich と Sawada［12］は、統計分
析に基づき、防潮堤の存在そのものは死亡率の低下に有意な効果を示さなかった一方で、
地域社会の結束（ソーシャル・キャピタル）は避難行動に大きな影響を与えたと指摘し
ている。生存者の多くは、近隣住民や友人から避難を促されたり、自宅まで迎えに来て
もらったりしたことによって避難を決断していたのである。 

 

 
図 2 2011 年東日本大震災後の田老防潮堤 
（写真：Anawat Suppasri） 
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しかし、津波研究者の間では、日本の海岸防災施設の有効性に対する評価は一様ではな
い。米国土木学会（ASCE）・地震工学研究所（EERI）の「津波荷重・影響小委員会」
は、防潮堤などの防護施設が存在しない地域の約 90％が津波によって壊滅的な被害を
受けた一方で、防潮堤の背後では被害が比較的局所的であったと報告している。この結
果を踏まえ、Omira らは、津波警報システムや防災教育に加え、「海岸防災施設は、た
とえ越流された場合であっても、津波の速度を減速させ、その被害規模を軽減すること
に寄与した」と結論づけている［9］。 
 しかし、本稿の関心は、防潮堤の実際の有効性そのものではなく、防潮堤をはじめと
する海岸防災施設が沿岸地域の住民に「安全である」という誤った安心感（false sense 
of security）を与えた可能性にある。町の防災対策庁舎の防災無線鉄塔にしがみつきな
がら津波を生き延びた南三陸町の町長も、この問題について言及している。津波警報シ
ステムの不具合に加え、町の防潮堤は「住民に誤った安心感を与えていた」と述べたと
いう［13］。また、田老について、Gillis は、「巨大な防潮堤の上に立っていた人々は
安全だと感じていたが、その全員が津波にのみ込まれた。（中略）防潮堤は、より広い
意味で住民の海に対する警戒心も低下させた」と指摘している［14］。こうした津波に
関する知識不足と誤った安心感は、住民が適切なタイミングで避難する機会を減少させ
た可能性があり、これはモラル・ハザードの一例として捉えることができる［11］。 

 

新たな政策: 多重防御による海岸防災 

 

東日本大震災の教訓を踏まえ、土木技術者や地方自治体は新たな海岸防災のあり方を
模索してきた。その一例として、防潮堤と最大 10 メートル程度の盛土を組み合わせた
「新世代型スーパー堤防」が開発されている。この方式では、沿岸集落が海から完全に
遮断されることなく、海から迫る危険を住民自身が視認できるため、「過度の安心感」
が生じることを防ぐことが期待されている。しかし、このようなスーパー堤防は建設費
が非常に高額であり、すべての沿岸地域に整備することは現実的ではない。こうした取
り組みは、より広範な津波減災政策の一環として位置づけられる。東日本大震災以前の
ままの対策を維持することは不可能であり、土木技術者、都市計画担当者、行政は、現
在の津波対策を見直し、多様な津波リスクに対応できる沿岸都市の構築を目指すことと
なった。 

2011 年以降、日本では津波を二つのハザードレベルに分類する考え方が採用されて
いる。第一は「レベル 1 津波」であり、約 50～150 年に一度程度発生すると想定される
高頻度・低影響の津波である。このレベルの津波に対しては、防潮堤などの構造物によ
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る防護（構造的対策）を基本とする。第二は「レベル 2 津波」であり、数百年から数千
年に一度程度発生すると想定される低頻度・高影響の巨大津波である。このレベルの津
波は、防潮施設のみで被害を防ぐことは想定されておらず、避難を中心とした総合的な
減災対策によって人的被害を最小限に抑えることが基本理念となっている［15］。この
二段階の津波ハザード区分は、東日本大震災後の日本における津波防災・沿岸防災政策
の基本理念となっている。 
 この新たな津波ハザード区分に基づき、日本では多重防御（multiple lines of defense）
の考え方が導入された［16］。このシステムは、一つの巨大な防潮堤に依存するのでは
なく、四〜五層からなる防御ラインによって津波被害を軽減することを目的としている。 
 第一の防御ラインは、防潮堤あるいはコンクリート製の海岸堤防である。その高さは、
過去の津波の記録や将来予測に基づいて決定される。主な役割は、レベル 1 津波を防ぐ
ことに加え、レベル 2 津波についても波の速度やエネルギーを低減させることで、住民
の避難時間を確保するとともに、市街地への被害を軽減することである。 
 第二の防御ラインは、防潮林である。多くの場合、小高い盛土の上に造成され、クロ
マツなどの常緑樹によって構成される。この防潮林は津波エネルギーの減衰だけでなく、
海風による飛砂や塩害を防ぐ役割も果たす。日本では古くから防潮林が整備されてきた
が、現在では多重防御システムを構成する重要な要素として位置づけられている。 
 第三の防御ラインは、近年整備が進められているかさ上げ道路である。地域によって
は高さ 8 メートル以上に達するものもある。例えば宮城県では、海岸から約 1km 以内
を通る県道 10 号が約 6 メートルかさ上げされた。この道路の背後には、避難タワーな
どの津波避難施設が設置されている場合が多い。地域によっては、最後の防御ラインと
して高速道路が機能する。例えば仙台東部道路は海岸から約5km内陸を通過しており、
津波発生時には避難場所としても利用される。これら複数の防御ラインの間には、その
性格と機能の異なる二つの区域が設けられている。 
 第一は危険区域である。この区域では住宅や集合住宅などの居住施設の建設は原則と
して認められず、立地が許可されるのは事務所、工場、商業施設などに限られる。その
目的は、昼夜を問わず海岸付近への人口集中を抑制することにある。特に夜間には、多
数の住宅に分散して生活する住民を一斉に避難させることは極めて困難である。一方、
一つの工場などで働く比較的少数の人々を避難させる方が、はるかに容易である。 

危険区域の内陸側には居住区域が配置される。この区域では住宅や建築物の基礎をかさ
上げし、津波に耐えられる構造とすることが推奨されている。また、避難タワーや建物
の屋上など、多様な津波避難施設も整備されている。このような多重防御システムは、
人命を守るだけでなく、津波の往復流による被害を軽減し、建築物への損傷を抑えると
ともに、海へ流出する災害廃棄物の量を大幅に減少させるという利点も有している。 
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図 3 東日本大震災後に導入されたレベル 1・レベル 2 津波ハザードの概念 

出典：Imamura, F. and Muhari, A. (2015), Concept of Tsunami Hazard Levels 1 and 2 
for the Reconstruction in Tohoku and its Implementation after 2011. 

 

3 月 11 日以降の日本における新たな取り組み――「緑の万里の長城」プ

ロジェクト 

 

本章の最後に、全国的な規模では壮大で一見理想主義的でありながら、地域レベルで
は着実に進められている「緑の万里の長城」プロジェクトを紹介したい。この取り組み
は、生態学者、環境保護活動家、地方自治体、そして仏教僧らによって推進されている。
会長には元内閣総理大臣で反原発運動でも知られる細川護熙、副会長には植物学者で国
際生態学センター長の宮脇昭が就任している。また、顧問には芸術家、宗教指導者、さ
らには津波工学の専門家など、多様な分野の関係者が名を連ねている。後述するように、
この国家的なプロジェクトには、日本全国から数千人規模のボランティアが参加してい
る。 

この「緑の万里の長城」は、新たに造成された避難丘の上に広葉樹の混交林を植栽する
ことによって構成されている。避難丘はこのプロジェクトの第一の要素であり、その内
部は複数の層から構成されている。すなわち、津波災害によって生じた瓦礫、各種廃棄
物、造成工事で掘削された土砂、そして周辺の山地から運ばれた植栽用の表土である（図
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4）。津波瓦礫には流木、コンクリート、レンガなどが含まれており、これらを破砕・
再利用して丘の基盤が形成されている。避難丘の高さは、整備主体である国および地方
自治体の方針に応じて、おおむね 5～12 メートルとなっている。 
 「緑の万里の長城」の第二の要素は、これらの避難丘に植えられる広葉樹の混交林で
ある。その役割は、津波や高潮の勢いを弱めるとともに、津波によって生じた瓦礫が海
へ流れ戻ることを防ぐことである。森林によって沿岸地域を保護するという考え方は、
日本では古くから広く実践されてきた［3,4］。耐塩性をもち、海岸近くの丘陵地に自生
するクロマツ（Pinus thunbergii）は、古くから海からの強風や高潮などの自然災害から
人々を守るため、防潮林として海岸沿いに植えられてきた［16］。しかし、クロマツは
根が浅く、植林密度も比較的低いため、2011 年の巨大津波に対してはほとんど抵抗力
を示すことができず、多くは流失して瓦礫となった［3］。これに対し、「緑の万里の
長城」プロジェクトで植栽される樹木は、その地域本来の広葉樹で構成されている。そ
の多くは常緑樹であり、15～20 年で 4～6 メートルに達する深い根を張るため、津波や
浸水に対して高い耐性を備えている。 
 これらの森林を造成するため、プロジェクト関係者は植樹祭を定期的に開催し、日本
各地から数千人のボランティアを集めている。2013 年だけでも約 8,500 人のボランテ
ィアが参加し、仙台市、南相馬市、岩沼市の 3 か所で 6 万本を超える樹木が植えられ
た。岩沼市では、市長が海岸沿い約 10km にわたり、高さ約 10 メートルの避難丘を複
数整備する 10 か年計画を公表している。全国から集まるボランティアの参加は、この
プロジェクトの最も革新的な特徴の一つである。海岸防災施設の整備を通じて、人々の
社会参加を促進するとともに、地域内外の連帯を育む取り組みとなっている。 
 第三に、あまり注目されることはないものの、「緑の万里の長城」プロジェクトの重
要な構成要素として、津波遺構の保存が挙げられる。少なくとも岩沼市に整備された「千
年希望の丘」の一部では、この取り組みが実践されている。東北地方では震災遺構の保
存をめぐって活発な議論が続いているが［17, 18］、津波犠牲者を追悼する公園の中に、
旧市街地の遺構が組み込まれていることは注目に値する。そこには住宅の基礎、鉄塔、
神社の鳥居などが保存されている。同様に、岩沼市内にあるもう一つの「緑の万里の長
城」プロジェクトの整備地区でも、古い倉庫や神社など、地域の歴史を物語る遺構が残
されている。この観察は二つの事例に限られるものではあるが、「緑の万里の長城」は、
人々を海と結び付けるだけでなく、地域の過去とも結び付ける可能性を有していると言
える。 
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図 4 「緑の万里の長城」プロジェクトにおける植樹活動 
（写真：Sébastien P. Boret） 
 

海岸防災としての実際の有効性は別として、「緑の万里の長城」プロジェクトは、従来
の海岸防災の考え方を大きく転換する可能性を秘めている。第一に、これまで海岸防災
は主として行政や専門家の領域と考えられてきたが、このプロジェクトでは社会のあら
ゆる立場の人々が主体的に関わる取り組みとなっている。その意味で、このプロジェク
トは、防災事業であると同時に社会的な取り組みでもあり、東北地方のみならず日本各
地の人々が、将来世代の安全に貢献し、生態環境の改善に寄与するとともに、震災の記
憶を継承する機会となっている。第二に、これまで海岸防災施設は、人と海とを隔てる
「境界」として捉えられることが少なくなかったが、このプロジェクトでは、むしろ人々
を海へと再び結び付ける媒介となっている。「千年希望の丘」でのフィールドワークに
おいて、Boret は、多くの人々が丘の頂上へ続く階段を楽しげに登り、安心感を抱きな
がら海岸や海を眺めている様子を観察した。このように、「緑の万里の長城」は、生態
学的な持続可能性と社会的なつながりの双方を実現する新しい海岸防災のあり方を示
している。 
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図 5 完成した「緑の万里の長城」プロジェクト（岩沼市「千年希望の丘」）。2011 年
の東日本大震災から 15 年後の 2026 年 6 月 19 日に撮影。植樹された広葉樹林は大きく
成長し、避難丘全体を覆う成熟した森林となっている。本写真は、防災、環境再生、震
災の記憶の継承を統合したプロジェクトが完成段階に至った姿を示している。（写真：
Sébastien P. Boret） 
 

より「ソフト」な沿岸世界へ 

 

本章では、東日本大震災後における日本の海岸防災の変化について考察してきた。そ
の結果、海岸防災に対する一般市民の認識には、従来とは異なる重要な変化が生じてい
ることが明らかになった。レベル 1 津波とレベル 2 津波という新たな区分の導入は、東
北復興に携わる行政機関に対し、多重防御システムの構築と、津波リスクに対するハー
ド対策とソフト対策を組み合わせた新たな適応戦略の導入を促した。この考え方を最も
象徴的に示す事例が、「緑の万里の長城」プロジェクトである。このプロジェクトは、
2011 年の津波以降に生まれた海岸防災における社会的イノベーションを体現している。
その名称とは対照的に、このプロジェクトは海岸防災を、人と海とを隔てる「壁」とし
てではなく、人々と海との関係を維持しながら、沿岸洪水のエネルギーを吸収し、自然
そのものの力を活用して被害を軽減する緩衝帯、あるいは境界的空間（リミナル・スペ
ース）として捉えている。この意味において、新世代型スーパー堤防と同様に、その手
法こそ異なるものの、「緑の万里の長城」は 2011 年の津波において多くの犠牲者を生
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んだ一因とも考えられる「過度の安心感」を生み出しにくい海岸防災のあり方であると
考えられる。もっとも、日本における海岸防災の取り組みはいまだ地域によって多様で
ある。しかし、本章で示したように、東日本大震災の経験は、日本人の海岸防災や海そ
のものに対する認識と関係性を変化させただけでなく、技術者や研究者が沿岸地域の住
民と知識を共有し、共通の目標のもとで技術的・社会的イノベーションを創出するため
の新たな場を生み出したと言える。 
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